
公益財団法人 高柳健次郎財団 財産管理運用規程  

 

 

第１章 総則 

 

（目的）  

第１条 この規程は、公益財団法人高柳健次郎財団（以下。「本法人」という。）の基本財産の維持

管理、運用等に関する基本事項を定めることにより、本法人の適正かつ安定的な事業運営を継続

的に図ることを目的とする。 

 

（財産の区分）  

第２条 本法人の財産は、定款第５条第１項・２項に記した基本財産とその他資産から構成される。 

 

（基本財産の維持管理）   

第３条 基本財産は、公益目的事業を行うための不可欠な財産であり、理事長は、その適正な維持

管理に努めなければならない。 

 

（財産管理責任者）   

第４条 理事長は、この規程に基づき財産を管理、運用し、理事会および評議員会に対して責務を 

負う。なお、日常の管理、運用については、専務理事又は事務局長を管理責任者として、その管理

に当たらせることができる。 

２ 財産管理責任者は、この規程及び財産管理台帳に基づき、法令等に定める財産区分、財産の

使途、保有目的を明確にして、善良な管理者の注意を持って当該資産を管理するとともに、運用に

当らなければならない。 

３ 第３条の管理に関する規定は、基本財産を対象としているが、基本財産以外のその他資産（当

面の事業費や管理費の支払いに充てるための現金預金）にも準用する。 

 

 

第２章 基本財産の取得・処分・除外   

 

（取得、処分及び除外）     

第５条 基本財産の一部を取得、処分および除外しようとするときは、あらかじめ理事会および評 

議員会の決議を要する。 

２ 但し、基本財産のうち本法人の活動原資の取得を目的として運用する投資有価証券などは運用

上の理由に限り、新規の取得・銘柄入替に伴う取得・売却については、理事長に一任し、その結果

を速やかに理事会および評議員会への報告事項とすることが出来るものとする。 



３ 基本財産のうち公益事業の安定した継続的な運用を図るために積立てる事業費積立資産など

は、その目的、積立限度額などが決議されている場合は、その積立限度額の範囲内で積増す額

は理事長に一任することが出来るものとする。 

４ 前項の事業費積立資産を国債で保有する場合は、投資目的でないので、その利息部分を事

業費積立資産の積増しとする。 

ただし、預金利息など金額の重要性を勘案して受取利息として処理することもできるものとする。 

 

 

第３章  運用方針   

 

（運用方針）   

第６条 常に社会経済情勢を勘案し、安全性・流動性・公共性・収益性に配慮し、適正かつ効率的

な運用を図るものとする。 

２ 運用方針は理事会において決議する。 

 

（運用対象）   

第７条 運用商品は、市場性が有り、信用挌付機関の定める投資適格商品とする。 

   信用挌付機関の投資適格基準は、次の格付けランク以上を投資適格とする。 

   Moody,s (Baa-)  S&P(BBB-) R&I(BBB-) JCR(A) 投資信託平均（BBB-） 

２ 変動リスクの高い株式投資等は、投資対象としない。 

 

 

第４章  公益充実資産   

 

（目的）   

第８条 基本財産の一部を構成する公益充実資産を保有する目的は、公益目的事業を将来にわた

り安定的、継続的に推進できるように、先々の臨時巨額な支出、金融市場の激変等による活動原資

の不足に備えるために積立てる資金をいう。 

なお、公益充実資産と表記している理由は、保有する財産が長期性預金のほかに国債を含むこと

があるためによる。 

 

（資産の構成）   

第９条 公益充実資産の資産構成は下記の通り。 

（１）  特定費用準備資金、事業費積立資産、退職給付引当預金をいう。 

（２）  繰越金・予備費等から特定の目的が無く、単なる将来の備えとして積立てる場合は公益充   

実資産の要件を満たさない。 



（具体的な資金毎の定義・目的・積立原資など）  

第１０条 本法人の公益充実資産の具体的な資産毎の定義・目的・積立原資等は下記の通り。 

１ １００周年記念事業費積立金 

  将来の特定の活動の実施が計画されているものに対する必要資金の積立で、特定費用準備資

金に該当する. 

（１） 本財団の創立者・高柳健次郎による世界初の電子映像表示の実現１００周年を記念し、国際

シンポジューム及び記念出版等の費用を積立てるものである。 

詳細な計画に基づき、将来発生することが明確な費用を見積もった結果、８００万円を必要

額として積立ている。 

（２） 積立の原資は、余剰金から積立てを行う。 

２ 事業費積立資産 

  公益事業を安定的、かつ継続的に推進するにあたり、金融市場の激変等により、経常的な活動

原資が得られない事態に備えた一定基準による必要資金等による積立額。 

 預金（保有目的拘束）だけでなく、国債による保有も認める。 

（１） 積立限度額は、経常的な費用の約５年分相当額を想定して１億円を上限とする。 

（２） 事業費積立資金という用語について、国債による保有もあるため、事業費積立金ではなく事業

費積立資産と称している。 

３ 退職給付引当預金 

  退職給付規定により、対象者の退職時に一時的に支出される退職金に対する積立て。 

  規定に基づき、毎期一定額を費用として負債の認識のもとに、将来の支出に備えている資金。 

 

（新規設定、積立、取崩し）   

第１０条 公益充実資産の新規設定、積立、取崩しについては下記の通り。 

（１） 公益充実資産の新規設定は理事会の承認を要す。 

（２） 公益充実資産の規定内積立は理事長に一任する。 

（３） 公益充実資産の当初の積立目的による取崩しは理事長に一任する。 

（４） 公益充実資産の目的外取崩し・売却・他資産への転用は原則禁止する。 

ただし、取崩し等が必要かつ合理的であると考えられる場合は、理事長はその理由を付して

理事会に付議し、評議員会の決議を要す。 

 

（公告）   

第１１条 本法人の公告は、電子公告により行う。 

２ 事故その他やむを得ない事由によって前項の電子公告をすることができない場合は、官報に掲

載する方法により行う。 

 

 



（備置き）  

第１２条 財産管理運用規程を主たる事務所に備置き、一般の閲覧に供するものとする。 

 

 

     第５章  補則 

 

（委任） 

第１３条 この規程に定めるもののはか、本法人の財産に関して必要な事項は、理事長が別に定め

る。 

 

（改廃） 

第１４条 この規程の改廃は、理事会の決議による。 

 

 

 附則 

この規程は、公益財団法人設立登記の日から施行する。 

この規定は、２０１７年３月１６日から一部改正する。 

この規定は、２０１９年６月１３日から一部改正する。 

この規定は、２０２４年３月６日から一部改正する。 

この規定は、２０２５年５月２９日から一部改正する。 

この規定は、２０２６年６月２２日から一部改正する。 

  ２０２５年公益法人制度改革及び公益法人会計基準施行による改正 

 

「参考」  

信用格付け機関による投資適格の格付けおよび定義は、以下の通りです。 

 Ｍoody,s   Ｓ＆Ｐ・Ｒ＆Ｉ・ＪＣＲ           定義 

  Ａaa      AAA  信用力が最も高いと判断、債務履行の確実性が最も高い 

   Ａa       ＡＡ   信用力が高いと判断、債務履行の確実性が極めて高い 

   Ａ      Ａ    信用力が中級の上位と判断され、債務履行の確実性が高い 

   Ｂaa      ＢＢＢ   信用力が中級と判断され、債務履行の確実性が高いが、将来確実とは

いえない 

 Ｍoody.s（米国）は、Ａa～Ｂaa のランク毎に１、２、３ランクを付加している。 

 Ｓ＆Ｐ（米国）は、ＡＡ～ＢＢＢのうランク毎に「+」「-」を付加している。 

Ｒ＆Ｉ（格付投資情報センター）は、ＡＡ～ＢＢＢのうランク毎に「+」「-」を付加している。 

 ＪＣＲ（日本格付研究所）は、ＡＡ～ＢＢＢのランク毎に「+」「-」を付加している。 

 投資信託等の格付けは、運用債券合計の「平均格付け」で表記されている。 


